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 （続紙 ２ ）                          
（論文審査の結果の要旨） 
 本論文は1930年代中国の経済発展と対外関係について正面から取り組んだ力作で
ある。本論文の特徴とその学術的な貢献は以下の通りである。 
第１は、史料の博捜という点である。著者は主題に関わる一次史料を求めて、米
国立公文書館、イギリス国立公文書館、上海档案館、台北国士舘等、海外のアーカ
イブに通い詰め、長期に滞在して史料発掘につとめた。国内でも関連文献の発掘を
すすめ、アジア歴史資料センターをはじめ各大学・研究機関において所蔵史料、新
聞、回想録、日記などを渉猟し、膨大な関連史料を蓄積した。 
 第２は、その収集史料を駆使して驚異的な密度の実証作業をおこなったことであ
る。これまで曖昧であったことや錯綜していた事実関係を、英語、中国語、日本語
による多様な史料を照合分析し、総合的に考察することによって、一つ一つ事実を
確定していった。ただ一つの事実の確定のために、多数の典拠が提示されている場
合も少なくない。その考証の手法は実に見事というほかない。 
 第３は、このように収集した膨大な史料を駆使し、厳密な分析考証を重ねること
によって、1930年代中国の2つの重要なテーマについて、独自の体系的な解明をなし
とげたことである。一つは、1933年に成立したアメリカの棉麦借款、すなわち国民
政府に対する5000万ドルの大型借款である。従来はこの借款の規模が中途で大幅に
削減されたことから、失敗に終わったととらえられてきた、本論文は、この借款の
始発の経緯、米国側の条件、関わった諸アクターの動きから、残存棉花の処理問題
まで、全過程を実証的に明らかにした。いまひとつは、1935年10月中国の日本経済
使節団と1937年3月の訪中経済使節団（団長児玉謙次）の相互派遣の活動、およびそ
れを支えた中日貿易協会・日華貿易協会の運動である。このテーマについては，軍
部による華北分離工作がまさに進行していた1935-37年において、華北棉花開発を含
めた日中の綿業協力が、中国実業界と日本の綿業界や大阪財界のなかで進められて
いたことを明らかにした。 
このように、米国の棉麦借款と日中の経済使節団相互派遣の経緯を体系的に解明
したことは、1930年代中国史像を豊かにし当該分野に関わる認識を深めるうえで、
学界に大きく貢献したものであり、本論文の学術的な価値は高い。 
しかし、本論文に難点が無いわけではない。史料に曳かれて分析対象が拡散して
ゆき、多様なファクトの発掘に注力したために、本研究の本来の目的であった中国
の経済発展の論理を深める作業は比較的手薄になったことは否めない。例えば、棉
麦借款が日本綿業者にとって中国棉花再認識の契機になったと論じているが、中国
における棉花市場の発展や、日本在華紡のそれとの関わりが探究されているわけで
はない。軍部や満鉄などの勢力による華北分離工作とは異なる、日中提携を模索す
る企業家群が存在したことは明らかにした。しかし、それらの勢力の個別の発言や
行動を示しただけで、それらの言動を彼らの事業全般の路線と関連させて解明して
いるわけではない。そのため、多様な事実を著者自身の思い入れと直結させて論じ
てしている場合が多く、結局、発展や和平をめざす「人的ネットワークの形成や提
携」という抽象的な評価の繰り返しに止まっている。本研究に費やされた膨大な時
間とエネルギーを考えれば、問題接近への深みの面ではややもの足りない。著者の
今後のさらなる前進に期待するところである。ただし、このような問題点があると
はいえ、本論文が1930年代中国の経済発展と対外関係に関して明らかにした顕著な
成果をいささかなりとも毀損するものではない。よって本論文は博士（経済学）の
学位論文として十分価値あるものと認定する。 
平成29年2月14日論文内容とそれに関連した口頭試問を行った結果、合格と認め
た。 
